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はじめに 

2013 年 9 月 8 日（日本時間）、2020 年夏季オリンピック・パラリンピックの東京開催が決定し

た。アベノミクスの第四の矢ともいわれ、今後の日本経済を活性化させる起爆剤としての五輪特

需も期待されているが、一方では、東京一極集中の拡大や他地域への経済的影響などを不安視す

る声もある。 

このようななか、帝国データバンクは、2020 年の東京五輪に対する企業の見解について調査を

実施した。本調査は、TDB 景気動向調査 2013 年 10月調査とともに行った。 

 

※調査期間は 2013 年 10 月 21 日～31 日、調査対象は全国 2 万 2,766 社で、有効回答企業数は    

1万 769社（回答率 47.3％）。 

※本調査における詳細データは、景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com/visitors/）に掲

載している。 

 
 

調査結果（要旨） 
 

1.2020 年の東京五輪開催は企業の 76.0％が日本経済に特需をもたらすと回答。企業規模、業界、

地域にかかわらず多くの企業が東京五輪特需に期待を示す。 

 

2.企業の 33.4％が東京五輪は自社の業績に「プラスの影響」を与えると認識。「大企業」ほど高

く、「人材派遣・紹介」「旅館・ホテル」「放送業」「リース・賃貸」「広告関連」などの『サービ

ス』で特に高い。また、地域では、東京を中心とする『南関東』をはじめ、『近畿』『北関東』

も 3割を超えた。 

 

3.東京五輪開催が日本経済を押し上げるために解決すべき課題として、「原発事故処理」が

77.0％で突出して高く、「震災被災地の復興」「公共インフラ整備の加速」「東京五輪終了後の

ビジョン作成」が続いた。 

 

4.企業の 64.9％が日本経済の持続的成長のために東京五輪の開催は「有効」と回答。企業規模や

業界、地域で大きな違いはなく、幅広い企業が持続的経済成長に対して五輪開催を積極的に評

価。 

  

特別企画 ： 2020年東京五輪に対する企業の意識調査 

東京五輪、企業の 1/3が自社業績に「プラス」 
～ 五輪開催までに解決すべき課題、「原発事故処理」が突出 ～ 
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1. 日本経済への東京五輪特需、企業の 76.0％が見込む 

 

日本経済全体でみたとき、2020年東京五輪特需への期待の有無を尋ねたところ、「ある」と回答

した企業が 1 万 769 社中 8,183 社、構成比 76.0％となり、4 社に 3 社が日本経済に特需があると

考えていた。他方、「ない」は 8.8％で 1割未満となった。 

「ある」と回答した企業は、「東京」の企業が 8 割を超えているほか、全規模、全 10 業界、全

10地域でもすべて 7割を超えており、多くの企業が東京五輪特需に期待を示している。 

企業からは、「建設業界の特需は予想できる」（建設、東京都）や「五輪特需というよりも、こ

れにともなった周辺整備に期待したい」（土木建築サービス、大阪府）、「東京五輪はあくまで短期

的な経済効果をもたらす特需として認識し、日本にとって本当に経済成長させるべきものは何か

議論すべき」（医療用機械器具製造、東京都）といった声が挙がった。他方、特需が「ない」とす

る企業からは、「一時的な特需が出たとしても、その後の急速な冷え込みは過去にも経験してい

る」（特殊産業用機器卸売、東京都）や「一過性の特需であり、五輪が終われば特需も終わる」（婦

人・子供服卸売、愛知県）など、五輪後を懸念する意見がみられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 自社業績に対して企業の 33.4％が「プラスの影響」があると回答 

 

2020 年に東京五輪が開催されることで、自社の業績にどのような影響があるか尋ねたところ、

「影響はない」が 39.1％で最も高かった。他方、「プラスの影響」があるとした企業も 33.4％と

なり、3社に 1社が自社業績に好影響と見込んでいることが明らかとなった。逆に、「マイナスの

影響」は 4.3％にとどまった。 

「プラスの影響」を規模別にみると、「大企業」（39.0％）が「中小企業」（31.7％）を 7.3ポイ

日本経済全体でみたときの 2020年東京五輪特需への期待 
（構成比％、カッコ内社数）

全体 76.0 (8,183) 8.8 (947) 15.2 (1,639) 100.0 (10,769) 北海道 71.5 (399) 10.9 (61) 17.6 (98) 100.0 (558)

大企業 79.7 (1,990) 6.4 (159) 13.9 (348) 100.0 (2,497) 東北 71.5 (449) 11.3 (71) 17.2 (108) 100.0 (628)

中小企業 74.9 (6,193) 9.5 (788) 15.6 (1,291) 100.0 (8,272) 北関東 76.7 (541) 9.9 (70) 13.3 (94) 100.0 (705)

うち小規模 71.0 (1,707) 12.3 (296) 16.7 (402) 100.0 (2,405) 南関東 79.7 (2,805) 6.3 (223) 14.0 (493) 100.0 (3,521)

農・林・水産 71.7 (43) 11.7 (7) 16.7 (10) 100.0 (60) 北陸 74.2 (412) 10.5 (58) 15.3 (85) 100.0 (555)

金融 70.5 (86) 4.1 (5) 25.4 (31) 100.0 (122) 東海 72.7 (879) 10.8 (130) 16.5 (200) 100.0 (1,209)

建設 77.7 (1,091) 9.2 (129) 13.2 (185) 100.0 (1,405) 近畿 75.7 (1,359) 8.4 (150) 16.0 (287) 100.0 (1,796)

不動産 77.2 (207) 9.3 (25) 13.4 (36) 100.0 (268) 中国 71.8 (467) 11.2 (73) 16.9 (110) 100.0 (650)

製造 74.6 (2,410) 9.4 (305) 16.0 (516) 100.0 (3,231) 四国 77.0 (241) 10.5 (33) 12.5 (39) 100.0 (313)

卸売 76.4 (2,418) 7.7 (243) 15.9 (503) 100.0 (3,164) 九州 75.7 (631) 9.4 (78) 15.0 (125) 100.0 (834)

小売 74.3 (323) 10.8 (47) 14.9 (65) 100.0 (435) 東京 80.8 (1,984) 6.0 (147) 13.2 (323) 100.0 (2,454)

運輸・倉庫 73.8 (329) 9.4 (42) 16.8 (75) 100.0 (446)

サービス 77.8 (1,250) 8.7 (139) 13.5 (217) 100.0 (1,606)

その他 81.3 (26) 15.6 (5) 3.1 (1) 100.0 (32)
注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は有効回答企業1万769社

分からない 合計合計 ある ないある ない 分からない
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ント上回り、大企業ほど業績への影響に期待している様子がうかがえる。 

業界別では、『サービス』（36.3％）が最も高く、『製造』（34.3％）、『卸売』（34.2％）、『建設』

（33.9％）、『運輸・倉庫』（32.3％）が同程度の割合で続いた。さらに、業種別でみると、「人材

派遣・紹介」が 49.2％で第 1位となり、以下、「旅館・ホテル」（47.4％）、「鉄鋼・非鉄・鉱業製

品卸売」（46.2％）、「放送業」（44.4％）、「リース・賃貸」（44.0％）、「その他サービス」（43.5％）、

「広告関連」（43.2％）、「鉄鋼・非鉄・鉱業」（42.4％）、「その他製造」（41.1％）、「専門サービス」

（41.1％）が上位 10業種となり、いずれも 4割を超えた。そのうち、サービス業が 7業種を占め

ており、『サービス』業界での期待の高さがうかがえる。 

また、地域別では、『南関東』（45.2％）が唯一 4 割を超え、以下『近畿』（34.9％）、『北関東』

（31.8％）が続いた。さらに、都道府県別でみると、「千葉」が 47.3％で第 1位となり、以下、「東

京」（47.1％）、「神奈川」（40.0％）、「大阪」（38.5％）、「埼玉」（38.0％）と続き、『南関東』の一

都三県がいずれも 5位以内となった。また、「群馬」（37.3％）や「栃木」（34.2％）の『北関東』

のほか、『四国』の「徳島」（36.8％）と「高知」（34.1％）が第 7位と第 9位となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年東京五輪開催による自社業績への影響（業種別、都道府県別順位） 

プラスの
影響（％）

1 千葉 47.3

2 東京 47.1

3 神奈川 40.0

4 大阪 38.5

5 埼玉 38.0

6 群馬 37.3

7 徳島 36.8

8 栃木 34.2

9 高知 34.1

10 山梨 31.8

上位10都府県
プラスの
影響（％）

1 人材派遣・紹介 49.2

2 旅館・ホテル 47.4

3 鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売 46.2

4 放送業 44.4

5 リース・賃貸 44.0

6 その他サービス 43.5

7 広告関連 43.2

8 鉄鋼・非鉄・鉱業 42.4

9 その他製造 41.1

専門サービス 41.1

上位10業種

（構成比％、カッコ内社数）

全体 33.4 (3,599) 4.3 (464) 39.1 (4,207) 23.2 (2,499) 100.0 (10,769) 北海道 17.0 (95) 9.7 (54) 49.6 (277) 23.7 (132) 100.0 (558)

大企業 39.0 (974) 4.2 (106) 30.9 (772) 25.8 (645) 100.0 (2,497) 東北 21.7 (136) 10.5 (66) 44.4 (279) 23.4 (147) 100.0 (628)

中小企業 31.7 (2,625) 4.3 (358) 41.5 (3,435) 22.4 (1,854) 100.0 (8,272) 北関東 31.8 (224) 5.2 (37) 41.8 (295) 21.1 (149) 100.0 (705)

うち小規模 29.4 (708) 6.2 (150) 41.7 (1,004) 22.6 (543) 100.0 (2,405) 南関東 45.2 (1,591) 2.3 (81) 30.1 (1,060) 22.4 (789) 100.0 (3,521)

農・林・水産 20.0 (12) 1.7 (1) 60.0 (36) 18.3 (11) 100.0 (60) 北陸 24.7 (137) 4.1 (23) 45.0 (250) 26.1 (145) 100.0 (555)

金融 27.9 (34) 0.8 (1) 34.4 (42) 36.9 (45) 100.0 (122) 東海 28.8 (348) 3.4 (41) 44.3 (535) 23.6 (285) 100.0 (1,209)

建設 33.9 (476) 14.4 (203) 28.8 (404) 22.9 (322) 100.0 (1,405) 近畿 34.9 (627) 3.1 (56) 37.2 (669) 24.7 (444) 100.0 (1,796)

不動産 26.1 (70) 7.8 (21) 47.0 (126) 19.0 (51) 100.0 (268) 中国 23.5 (153) 5.7 (37) 47.4 (308) 23.4 (152) 100.0 (650)

製造 34.3 (1,107) 1.8 (58) 39.4 (1,274) 24.5 (792) 100.0 (3,231) 四国 29.4 (92) 5.8 (18) 43.8 (137) 21.1 (66) 100.0 (313)

卸売 34.2 (1,081) 2.5 (79) 40.0 (1,267) 23.3 (737) 100.0 (3,164) 九州 23.5 (196) 6.1 (51) 47.6 (397) 22.8 (190) 100.0 (834)

小売 19.1 (83) 3.2 (14) 54.9 (239) 22.8 (99) 100.0 (435) 東京 47.1 (1,155) 2.2 (53) 28.8 (707) 22.0 (539) 100.0 (2,454)

運輸・倉庫 32.3 (144) 7.0 (31) 33.4 (149) 27.4 (122) 100.0 (446)

サービス 36.3 (583) 3.5 (56) 40.6 (652) 19.6 (315) 100.0 (1,606)

その他 28.1 (9) 0.0 (0) 56.3 (18) 15.6 (5) 100.0 (32)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は有効回答企業1万769社

分からない 合計合計
プラスの

影響
マイナスの

影響
影響はない

プラスの
影響

マイナスの
影響

影響はない 分からない

2020年東京五輪開催による自社業績への影響 
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＜プラスの影響＞
・ 1964年の東京五輪では建設だけでなく、都市開発や生活習慣などいろいろな変化があった。2020年においてもまだ

予想されていないさまざまなプラス効果が出てくると思う（一般機械器具卸売、福岡県）

・ 目標を掲げ、それに進む力が事業のすそ野を大きく広げ、日本の活力としてまとまることを期待（建設用金属製品製
造、東京都）

・ LED照明設備の設置が競技関係施設や公共インフラの整備等で増加していく（産業用電気機器卸売、山梨県）

・ いい影響がありそうな分野へシフトし、そのためのビジネスモデル再構築を検討する（金属表面処理、東京都）

・ 東京五輪のキーワードのひとつである“おもてなし”にユニフォームは不可欠であると考えるため、特需の期待は大きい
（事務・運動服等製造、神奈川県）

・ 公式スポンサーを筆頭に、さまざまな派生商品、サービス等の告知宣伝が増えて、日本の広告費全体が大きく成長す
ると想定される（広告代理、大阪府）

・ オリンピック関連のシステム開発が増え、IT業界にもプラス（ソフト受託開発、東京都）

・ カメラなど需要が喚起され売上拡大につながる（アルミ・同合金圧延、埼玉県）

・ ゴルフもリオデジャネイロ五輪から正式種目になり、今まで以上にゴルフというスポーツのイメージが富裕層向けから一
般スポーツに変化し、ジュニアゴルファーなどの需要や、シニアでも健康志向と繋がって効果があるのではと考える（ス
ポーツ用品小売、広島県）

・ サッカーなどは東北、北海道で行われる予定など、北海道に特需の期待は大きいものがある（飲食料品卸売、北海
道）

・ スポーツ用品メーカーから、販促関連商品の案件の話をいただくようになってきている（樹脂フィルム製造、香川県）

・ ホテルの稼働率が上がり、飲食店も活性化が期待される（飲食料品卸売、東京都）

・ 扱い品目はそれほど必需品ではないが、雰囲気的に明るいムードになり、弊社扱いのインテリア木工、寝具あたりは良
い影響を受けそう（寝具類卸売、兵庫県）

・ 海外からの観光客が東京を拠点に、関西地区にも来ることが予想される（家庭用電気機器卸売、京都府）

・ 開催国の認知拡大による、海外客の増加が見込まれる。また、開催が夏季であり冷涼な気候の北海道への関心が
高まる（一般食堂、北海道）

・ 建設業界向けの人材派遣ニーズの増加により、建設業界以外での人材不足が想定され、各人材会社への照会、配属
実施依頼が増加すると見込む（人材派遣・紹介、東京都）

・ 選手団の先乗りトレーニング宿泊に期待（旅館・ホテル、沖縄県）

・ 海外からの観光客の増加が予想され、受け入れ施設の改良・新設が進むと思われる。これに伴いトイレの増設・トイレ
の環境の改善に向けた動きが活発化する（環境衛生用品レンタル、東京都）

・ 首都圏の設備投資活発化に伴う、物流の増加に期待（内航船舶貸渡、高知県）

・ 安心な品質の日本製品のアピールに繋がる（ソフト受託開発、滋賀県）

＜マイナスの影響＞
・ 地方における建設業は、資材の高騰、技術者・技能者不足がより一層懸念される（建設、福井県）

・ 五輪開催中は観光客が東京に向かい、地方における観光客の減少が見込まれる（飲食料品小売、香川県）

・ 復興が疎かになることが懸念される。職人不足が深刻になると思われる（建設、福島県）

・ 五輪期間が近くなると、東京への交通費、宿泊費とも高価になり、予約も取りづらくなるため、地方から東京に出張で仕
事に行く場合、大きな負担になる（ソフト受託開発、北海道）

・ 開催地近辺に事業所があり、物流機能の混乱が予想される（鉄鋼・同加工品卸売、東京都）

・ 道路の交通規制、混雑等により、トラックでの集配送業務に不安がある（一般貨物自動車運送、東京都）

企業の意見（2020年東京五輪開催による自社業績への影響について）
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3. 解決すべき課題、「原発事故処理」が 77.0％で最多。「震災被災地の復興」も半数超に 

 

2020 年の東京五輪開催が日本経済を押し上げるために、どのような課題を解決すべきか尋ねた

ところ、「原発事故処理」が 77.0％（複数回答、以下同）で突出しており、8割近くの企業が日本

経済の活性化のためにも原発事故処理が欠かせないと考えている。さらに、「震災被災地の復興」

（55.0％）が 5割を超え、東日本大震災に対する解決を重視している様子がうかがえる。次いで、

「公共インフラ整備の加速（耐震化、バリアフリー化、交通インフラなど）」（46.2％）や「東京

五輪終了後のビジョン作成（施設維持・管理・処分・転用など含む）」（36.4％）、「財政の健全化」

（33.7％）が続いた。インフラ整備や持続可能な財政のほか、五輪終了後のビジョンの作成を求

める意見が上位にあがった。 

企業からは「老朽化したインフラの再整備と防災政策の再構築、治安維持、そして何といって

も汚染水をはじめとした原発事故の終息に目処をつけること。安全安心が損なわれる可能性は極

力ゼロにすべき」（自動車部品付属品卸売、東京都）や「原発政策に対する国民的コンセンサスの

形成」（石油卸売、岡山県）、「建築関係では、既に東京に需要が集中し始め、東北震災復興の妨げ

となる懸念がある」（工業計器製造、京都府）といった、原発や震災復興の取り組みを急ぐ必要性

を指摘する意見が多い。また、「都心部の建物・インフラの耐震化と再生リニューアルを進める事

が必須」（不動産代理・仲介、東京都）、「五輪を目標とするのでなく、五輪を起爆剤としてどのよ

うな経済振興策を取ろうとしているのか、将来のビジョンを明確にしてほしい」（建築工事、大阪

府）など、大会終了後にどのような制度設計を描いているかについて懸念を抱いている様子がう

かがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成比（％） 回答数（社）

1 原発事故処理 77.0 8,293

2 震災被災地の復興 55.0 5,922

3
公共インフラ整備の加速（耐震化、バリアフリー
化、交通インフラなど）

46.2 4,975

4
東京五輪終了後のビジョン作成（施設維持・管
理・処分・転用など含む）

36.4 3,915

5 財政の健全化 33.7 3,628

6
民間投資の活性化（ホテル・旅館、オフィス、商
業施設のリニューアルなど）

33.5 3,610

7 東京一極集中の解消 30.3 3,259

8 規制緩和 28.7 3,095

9
観光政策の策定（渋滞緩和、滞在費・宿泊費な
どの値上がり対策、イメージアップ戦略など）

25.2 2,717

10
新技術の開発（自動車、エネルギー、セキュリ
ティーなど）

24.1 2,593

注2：

注1：

母数は有効回答企業1万769社

以下、「観戦者の地方への誘導策」(23.0％、2,478社)、「日本人の英語力の向
上」(18.1％、1,946社)、「都市の魅力向上（景観投資など）」(16.5％、1,781社)、
「通信サービスの充実」(12.7％、1,370社)、「ＭＩＣＥ（国際会議等）の誘致」
(5.3％、569社)、「その他」(2.4％、258社)

東京五輪開催が日本経済を押し上げるために解決すべき課題（複数回答） 
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4. 日本経済の持続的成長に東京五輪開催が「有効」64.9％ 

 

日本の持続的な経済成長のために、東京五輪開催は有効かどうか尋ねたところ、「（有効だと）

思う」と回答した企業が 64.9％となった。他方、「（有効だと）思わない」は 13.2％と 1 割程度

にとどまった。「（有効だと）思う」企業は、規模、業界、地域で大きな違いはなく、幅広い企業

が持続的経済成長において東京五輪の開催を積極的に評価している様子がうかがえる。 

企業からは、「1964 年の東京オリンピックで確立された戦後のインフラを中心にメンテナンス

ならびに補強の時期にきており、日本の持続的な景気浮揚において今回の東京オリンピックは絶

好のタイミング」（機械工具製造、神奈川県）や「オリンピックが開催されることで建設関連、飲

食関連、食品、菓子関連、雑貨関連など、あらゆる業界に相乗効果をもたらして経済成長に有効

な要因を作ることになる」（菓子・パン類卸売、北海道）といった、経済を活性化するチャンスと

捉えている意見も多い。また、「オリンピックを機にアジアの中心であることを再認識し、日本の

良さを全世界に知ってもらう良い機会になる」（産業用電気機器卸売、福岡県）や「スポーツを通

じたビジネス、人的交流が閉塞感のある経済にカンフル剤となる可能性がある。また、若年層に

も刺激を与え、海外志向の流れが生まれる」（一般貨物自動車運送、新潟県）、「スポーツ文化の発

展や、各地域がスポーツと健康をテーマに活動起点を作る良い機会」（印刷、東京都）など、海外

や生活面に与える影響を期待する意見も挙がった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（構成比％、カッコ内社数）

（有効だと）
思う

（有効だと）
思わない

（有効だと）
思う

（有効だと）
思わない

全体 64.9 (6,991) 13.2 (1,419) 21.9 (2,359) 100.0 (10,769) 北海道 57.9 (323) 14.2 (79) 28.0 (156) 100.0 (558)

大企業 65.4 (1,633) 11.2 (279) 23.4 (585) 100.0 (2,497) 東北 62.6 (393) 13.5 (85) 23.9 (150) 100.0 (628)

中小企業 64.8 (5,358) 13.8 (1,140) 21.4 (1,774) 100.0 (8,272) 北関東 63.5 (448) 14.3 (101) 22.1 (156) 100.0 (705)

うち小規模 61.8 (1,487) 15.8 (379) 22.4 (539) 100.0 (2,405) 南関東 67.8 (2,387) 12.6 (444) 19.6 (690) 100.0 (3,521)

農・林・水産 55.0 (33) 21.7 (13) 23.3 (14) 100.0 (60) 北陸 63.4 (352) 12.8 (71) 23.8 (132) 100.0 (555)

金融 54.9 (67) 11.5 (14) 33.6 (41) 100.0 (122) 東海 60.9 (736) 15.3 (185) 23.8 (288) 100.0 (1,209)

建設 66.1 (929) 13.2 (185) 20.7 (291) 100.0 (1,405) 近畿 64.9 (1,166) 12.6 (226) 22.5 (404) 100.0 (1,796)

不動産 66.4 (178) 14.2 (38) 19.4 (52) 100.0 (268) 中国 65.4 (425) 12.3 (80) 22.3 (145) 100.0 (650)

製造 65.0 (2,101) 13.0 (421) 21.9 (709) 100.0 (3,231) 四国 66.5 (208) 14.4 (45) 19.2 (60) 100.0 (313)

卸売 65.3 (2,066) 12.5 (395) 22.2 (703) 100.0 (3,164) 九州 66.3 (553) 12.4 (103) 21.3 (178) 100.0 (834)

小売 59.8 (260) 15.2 (66) 25.1 (109) 100.0 (435) 東京 67.8 (1,664) 12.5 (306) 19.7 (484) 100.0 (2,454)

運輸・倉庫 59.4 (265) 13.7 (61) 26.9 (120) 100.0 (446)

サービス 66.7 (1,072) 13.8 (221) 19.5 (313) 100.0 (1,606)

その他 62.5 (20) 15.6 (5) 21.9 (7) 100.0 (32)
注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は有効回答企業1万769社

分からない 合計分からない 合計

日本の持続的な経済成長のために、東京五輪開催は有効だと思うか 
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まとめ 

 

2020 年の夏季オリンピック・パラリンピック東京大会が決定以降、すでに開催に向けた具体的

な動きは始まっている。企業活動においては、東京五輪開催が日本経済の先行きや自社の業績に

どのような影響を与えることになるのか、さまざまな試算や検討が行われている。 

実際、企業の 8 割近くが日本経済全体で五輪特需が生まれると考えており、このような認識は

企業規模や業界、地域にかかわらず 7割を超え、東京の 80.8％とも大きな違いはない。また、自

社業績についても、東京を中心とする関東圏や近畿圏で好影響と考える企業が多く、人材派遣・

紹介や旅館・ホテルなどサービス業で五輪への期待が高い。地域や業種により業績への影響に差

異はみられるものの、全体では企業の 3 社に 1 社が自社業績にプラスの効果をもたらすと見込ん

でいる。 

五輪が開催されるまでに「原発事故処理」「震災被災地の復興」といった東日本大震災への対応

を進め、さらに、「公共インフラ整備」「東京五輪終了後のビジョン作成」などハード面の再構築

や五輪終了後の青写真を具体的に描き、用意しておくことは、日本経済を一段と活性化させるこ

とにつながるであろう。 

東京五輪開催が日本経済の持続的な成長に有効なイベントだと考えている企業は、3社に 2社に

達する。特に、「20年以上続いた日本人の沈滞ムードが消え、明るい未来を期待する気持が出てき

ている」（生鮮魚介卸売、東京都）とあるように、多くの人に 2020 年という目標が生まれたこと

による効果は大きい。アベノミクス効果により再び成長過程に入った日本経済にとって、2020 年

東京五輪は新たな起爆剤となる存在といえよう。 
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

 （株）帝国データバンク  産業調査部 情報企画課  担当：窪田 

 TEL 03-5775-3163  e-mail keiki@mail.tdb.co.jp 

当リリース資料の詳細なデータは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com）をご参照下さい。 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 2,766 社、有効回答企業 1 万 769 社、回答率 47.3％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。報道目的以外の利用につきましては、著作権法

の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

558 1,209
628 1,796
705 650

3,521 313
555 834

10,769

（2）業界（10業界51業種）

60 73
122 41

1,405 26
268 12

飲食料品・飼料製造業 387 35
繊維・繊維製品・服飾品製造業 122 54
建材・家具、窯業・土石製品製造業 255 141
パルプ・紙・紙加工品製造業 115 50
出版・印刷 207 3
化学品製造業 428 446
鉄鋼・非鉄・鉱業 561 36
機械製造業 473 11
電気機械製造業 394 12
輸送用機械・器具製造業 116 134
精密機械、医療機械・器具製造業 83 38
その他製造業 90 57
飲食料品卸売業 409 18
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 214 150
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 375 139
紙類・文具・書籍卸売業 113 480
化学品卸売業 324 65
再生資源卸売業 32 207
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 342 104
機械・器具卸売業 970 24
その他の卸売業 385 131

32
10,769

（3）規模

2,497 23.2%

8,272 76.8%

(2,405) (22.3%)

10,769 100.0%

(316) (2.9%)

家電・情報機器小売業

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

その他の小売業

飲食店

電気通信業

（3,231）

卸売

（3,164）

電気・ガス・水道・熱供給業

その他サービス業

医療・福祉・保健衛生業

教育サービス業

放送業

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

合  計

中小企業

大企業

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

（435）

サービス

（1,606）

運輸・倉庫

農・林・水産

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

金融

建設

不動産

製造

その他

合  計

（うち小規模企業）

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井） 九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

人材派遣・紹介業

広告関連業

リース・賃貸業

旅館・ホテル

娯楽サービス

専門サービス業


